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研究成果の概要（和文）：特定地域の出生コホートを対象とした累積発生率調査（Honda et al., 2005）で特定
された自閉スペクトラム症（ASD）の子どもたちを20年にわたり長期追跡し、受けてきた療育や支援と成人期に
おける心理社会転帰との関連を調査し、参加者170名の膨大なデータベースを整理し統計解析を行った。学齢期
に不登校の時期があったケースは40名おり、そのうち不登校時に学校以外に居場所がなかった13名は18歳以降も
家庭に引きこもるケースが有意に高かった。本人41名に対する調査では、成人期にASDの基準を満たさなくなる
ケースや、支援の必要性がなくなるケースが存在した。

研究成果の概要（英文）：This study followed children with autism spectrum disorder (ASD) identified 
in the cumulative incidence study (Honda et al., 2005) of a birth cohort in the specific region for 
20 years to investigate the association between the care and support they received and psychosocial 
outcomes in adulthood, and to examine the relationship between the care and support they received 
and psychosocial outcomes in adulthood, and a large database of 170 participants was created and 
statistical analysis was conducted. There were 40 cases in which the participants had been truant 
during their school years, and 13 of them who had no place to stay other than school when they were 
truant were significantly more likely to stay at home after the age of 18. In a survey of 41 
individuals, there were cases in which the individual no longer met the criteria for ASD or no 
longer needed support in adulthood.

研究分野： 精神医学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の強みは、特定地域の出生コホートを対象に精度の高いASD累積発生率調査（Honda et al., 2005）で同
定されたコミュニティベースのケースを調査対象にしていることと、それを20年の長期に渡り大規模な追跡調査
を行っていることである。本調査では、彼らが受けた様々な支援の意義や課題を考察するための膨大な基礎資料
が得られた。このデータベースには小児期にうけてきた療育や特別支援教育、診療経過についての情報が含ま
れ、それらと長期転帰との関連を明らかにすることで、発達期のどの時期にどのような支援を行うことが必要な
のかを描出し、ASDに対するより効果的な支援のあり方に寄与することが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 

自閉スペクトラム症（以下、ASD）の本態解明のためには、疫学調査に基づいた長期追跡研

究を通して、小児期から成人期にかけて経過を知る研究方法が理想的である。筆者らは、横浜

市総合リハビリテーションセンター（YRC）が管轄している横浜市港北区の疫学調査 1)で 7 歳

までに把握された ASD の人たちを対象とした成人期の長期追跡調査（Yokohama 

Longitudinal ASD Birth Cohort Study; Y-LABiC スタディ）を行った。調査の対象者は、横

浜市港北区における 1988 年～1996 年の出生コホート 31,426 名における 7 歳までの累積発

生率調査で特定された 278 名であった。この調査対象全員が 20 歳を超えた 2017 年から

2020 年にかけて行った追跡調査では、調査に参加した 170 名（参加率は 61％、平均年齢は

24.6 歳）の心理社会的転帰の内訳は、「とても良好」に該当した人が全体の 13.7%、「良

好」が 25.0%、「まあまあ良好」が 31.0%、「不良」が 25.6%、「とても不良」が 4.8%と

なり、既存の先行研究よりも心理社会転帰が良い人の割合が多い結果であった 2)。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、Y-LABiC スタディの対象者における療育・支援と成人期における心理社会

転帰との関連について調査することである。 

 

３．研究の方法 

本研究の調査対象は、Y-LABiC スタディにおいて書面で研究参加の同意が得られた 170 名

（平均 24.6 歳、男性 132 名：女性 38 名）である。この 170 名の現存する全ての医療記録か

ら、診療経過や心理検査、特別支援教育の経過、就労状況等を抽出し、成人期の心理社会転帰と

彼らが小児期に受けてきた療育や特別支援教育との関連について調査を行った。 

次に、調査協力が得られた 41 名に対して、治療的関係から独立している 3 名の公認心理師

が、養育者に対しては親面接式自閉スペクトラム症評定尺度（PARS-TR）が聴取され、本人に

対しては日本語版自閉スペクトラム症指数（AQ）および自閉スペクトラム症診断観察検査

（ADOS-2）を実施した。 

 全ての統計解析は、SPSS の version 15.0J が用いられ、有意水準は p<0.01 とした。 

研究実施にあたり、横浜市総合リハビリテーションセンター倫理委員会で承認を得た。 

 

４．研究成果 

（1）学齢期から青年期にかけて受けた療育や特別支援教育、診療の継続性 

 調査対象 170 名は、平均 3.6 歳（標準偏差 SD=1.0, 範囲 1.3-6.2 歳）で ASD の診断を

受けた。その後、就学前に 138 名（全体の 81.2%）が療育を受けた。当時すでに療育の形

式や頻度は多岐に渡っていたが、大枠で医師による診察後まもない段階で受ける 3 か月の

短期療育と、その後年間を通して行う年間療育に分類すると、短期療育は 138 名全員に対

して行われ、年間療育はそのうち 124 名に対して行われた。年間療育を受けた割合は、5 歳

時点での IQ が 70 未満（IQ<70）の群は 85 名中 75 名（88.2%）、5 歳時 IQ≧70 の群は

85 名中 49 名（57.6%）で、両者では受けた療育に差がみられた（X2(1)= 18.6, p<0.001）。

年間療育を受けなかったケースに対しても、全例に対して外来で医師による診療や心理士



による検査や心理相談が行われ、就学に向けた支援が行われていた。 

調査対象のうち確実に情報が得られた 166 名中 115 名（69.3%）は小学校就学時点より

特別支援教育を受けた。特別支援教育の内訳は、特別支援学校 24 名、特別支援級が 59 名、

情緒通級指導教室 32 名であった。その後、義務教育期間（小中学生）に一貫して何らかの

特別支援教育を受けたのは 100 名であり、そのうち一貫して特別支援学校に在籍したのが

24 名、一貫して特別支援級に在籍したのが 43 名、一貫して通級指導教室を利用したのが

7 名であり、その一方で学年があがる途中で特別支援教育形態の変更があったのが 26 名で

あった。義務教育期間に途中で特別支援教育を解除し、あるいは学年があがる中で特別支援

教育を利用開始したケースをあわせて、義務教育期間に何らかの特別支援教育を利用した

ことがあるのは 145 名 86.3%）であった。 

義務教育期間後の進路は、特別支援学校が 90 名（5 歳時 IQ<70 が 69 名、IQ≧70 が 21

名、以下同様の記載）、高等特別支援学校が 20 名（8 名対 12 名）、高等専修学校が 5 名（2

名対 3 名）、普通高校が 44 名（3 名対 41 名）、フリースクールが 8 名（1 名対 7 名）であ

った。義務教育期間以降も何らかの特別支援教育を装備する教育形態を利用しているケー

スは 123 名（80 名対 43 名）であり、全体の 73.7%であった。 

幼児期から成人期まで継続して 167 名中 113 名（67.7%）が診療等の治療的介入を受け

ていた。そのうち 108 名は YRC の医師によって継続して診療が行われた。追跡期間中の診

察の頻度は、平均 1.9 回／年（SD=1.0, 範囲 0.8-5.6 回／年）であった。これを年齢帯で

区分けすると、小学 1 年生から小学 3 年生の間が平均 1.9 回／年、小学 4 年生から小学 6

年生の間が平均 1.7 回／年、中学 1 年生から中学 3 年生の間が 1.5 回／年、高校 1 年生か

ら高校 3 年生が 1.4 回／年、18 歳以降は 2.2 回／年であった。 

 

（2）学齢期における不登校の状況、成人期のひきこもりとの関係 

 小学校の就学時から高校 3 年生までの学齢期に不登校を経験したことがあるのは、170 名中

40 名（23.5%）に認めた。そのうち、5 歳時 IQ≧70 群は 85 名中 26 名（30.5％）、5 歳時

IQ<70 群は 85 名中 14 名（16.4％）に認め、両群に差は認めなかった（χ2(1)=4.0, p=0.03）。

不登校を認めた 40 名のうち、小学 1 年生の時のみ不登校を認めたのは 4 名（IQ≧70 群に 1 名、

IQ<70 群に 3 名）であり、この 4 名は特別支援教育形態を変更するなど体制を整えることによ

り比較的スムーズに不登校状態から脱却し、小学 2年生以降は不登校を認めずに経過していた。

彼ら 4 名の成人期における心理社会転帰は、「とても良好」に該当した人が 1 名、「良好」が 2

名、「まあまあ良好」が 1 名であった。この 4 名を除いた 36 名について IQ≧70 群（25 名）

と IQ<70 群（11 名）でカイ二乗検定を行うと IQ≧70 群に有意に不登校を経験した人が多いと

いう結果となった（χ2(1)=6.0, p<0.01）。 

 不登校を経験した 40 名のうち、やや断続的なものも含めて 2 年以上不登校の状態を経験した

のは 20 名（50.0%）、複数回不登校を経験したのは 10 名（25.0%）であった。不登校に伴っ

て退学や転校を経験したのは 2名（5.0%）でありいずれも高校でのことであった。32名（80.0%）

は学齢期のうちに不登校状態から回復し、残りの 8 名（20.0%）は 18 歳以降も主要な社会参加

の場所がなく家庭にひきこもり状態であった。この 8 名は全員（100%）が不登校に陥った際に



学校以外に居場所がなかった一方で、不登校状態から回復できた 32 名が不登校に陥った際に学

校以外に居場所がなかったのは 5 名（15.6%）であり、Fisher の正確確率検定で群間差を認め

た（p<0.001）。 

 

（3）ASD 特性や支援の必要性にかんする発達経過の推移 

 参加者170名は、全員が7歳までにICD-10 Diagnostic Criteria for Research （World 

Health Organization, 1993）に基づいて広汎性発達障害の診断を受け、その平均診断年齢は

3.6歳（SD=1.0, 範囲1.3-6.2）であった。診断時にはICD-10をふまえて小児期自閉症または

その他のASDに分類された。調査時点（平均24.6歳）で、養育者に対しては親面接式自閉スペ

クトラム症評定尺度（PARS-TR）が聴取され、幼児期ピーク得点と成人期現在の評定が算出さ

れた。また、本人に対してはAQが調査された。PARS-TRの幼児期ピーク得点は、41名全員が

カットオフ値を上回っていた。PARS-TR成人期現在の評定またはAQのどちらかでASD特性や

支援の必要性のカットオフ値を下回ったのは41名中22名（53.7%）であった。カットオフを

下回った22名中、7歳までのASD診断が小児期自閉症であったのが12名、その他のASDであっ

たのが10名であり、カットオフを上回った19名中、7歳までのASD診断が小児期自閉症であっ

たのが12名、その他のASDであったのが7名であった。Fisherの正確確率検定では、7歳まで

の診断と成人期のASD特性や支援の必要性との間に有意差を認めなかった（p=0.41）。 

41名中さらに協力が得られた18名の本人に対して、ADOS-2が行われた。PARS-TRまたは

AQのどちらかでASD特性や支援の必要性のカットオフ値を上回った19名中6名に対して

ADOS-2が行われ、6名全員がASDと判定された。一方で、PARS-TRまたはAQのどちらかで

ASD特性や支援の必要性のカットオフ値を下回った22名中12名に対してADOS-2が行われ、

12名中3名はASDと判定されなかった。 

 

（4）小児期に受けた療育や特別支援教育と成人期の転帰との関連にかんする分析 

 本人への直接的な聴取が可能で調査への協力が得られた41名に対して、小児期に受けた療育

や特別支援教育と成人期の心理社会転帰やQOLとの関連について重回帰分析を用いた。潜在的

な予測因子として用いた変数は、性別、5歳時IQ（IQ50-69, IQ70-84, IQ85-99, IQ≧

100）、就学前に受けた療育の有無、就学後から18歳までに受けた特別支援教育の継続性（ず

っと継続しているか、中断したことがあるか、特別支援教育を受けたことがないの3つに分

類）、幼児期から成人期まで専門医による診療が継続されたかの5つである。従属変数は二項

対立変数とし、1は「とても良好／良好」、0は「まあまあ良好／不良」を示した。重回帰分析

では、いずれの従属変数も心理社会転帰を予測する因子として特定はされなかった（偏回帰係

数B=－0.11、t=-0.26、p=0.79）。 

 

5．考察 

本研究は、ASD の子どもたちに対する療育・支援と成人期における心理社会転帰との関連に

ついて調査した。本研究の調査対象は、既存の先行研究よりも心理社会転帰が良い人の割合が多

く 2)、就学前に全体の 81.2%が療育を受け、義務教育期間に全体の 86.3%が何らかの特別

支援教育を利用しているのが特徴である。多変量解析では、療育や特別支援教育利用の有無



は成人期の心理社会的転帰を直接予測する因子として特定はされなかった。これは、ASD

の特性があったとしても状態や適応が比較的良いケースはそもそも療育を利用する必要が

ない、就学時には特別支援教育が必要な状態で実際にその利用を開始したとしても、その後

成長とともに状態が良くなったのにあわせて特別支援教育の利用を終了することができる

ケースが一定数存在する、などといった要素が加味されたものと考えられる。本研究では、

学齢期に家庭や学校以外に居場所があると、不登校状態に一時期陥ったとしてもいずれ学

校での生活を回復し成人期にひきこもり状態を回避できることが示された。このような第 3

の居場所、即ちサードプレイスがあることで、もしも不登校状態になったとしても家庭にだ

けひきこもりにならないで済み、予防的な介入を行うことで心理社会的な不遇な状態を最

小限に抑えることができるものと推察され、学齢期の発達支援においてサードプレイスの

確保が重要な要素であることが示唆された。 

本研究では、全員が小児期に ASD の診断を受けていたが、その後 ASD 特性のカットオフを

下回るケースがおり、特に ASD の診断評価に関連する行動を詳細に観察することができる

ADOS-2 でも ASD の特性に該当しないケースがいることが確認された。彼らは確かに発達期

には、ASD の特性を有しており、そのために必要な療育や特別支援教育を含めた支援を継続的

に必要としていた。ASD の特性や支援の必要性が発達経過とともにその基準を満たさなくなる

ケースの存在を直接確認できた調査としての意義が高いと考えられる。 

このように本研究では、20 年以上にわたる膨大な発達経過をもとに、発達期における療育

や支援の意義や課題を考察する重要な基礎資料が得られた。 
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